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陳情の要旨

資議会において ウイルス側千′患者に対する医療贅の助成について 衆参両議院並びに政府

(内閣総理大臣 厚生労働大巨)に 対し 月帷 項を内容とする意見書を提出していただくよう

陳情しま九
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陳情の理由

(1)況 在 わが国におけるウイルス性l談 心者は 350万 人以上いると推定さl■ているところ

回はウイルス性lT炎患者

"硬

変』千がル●者を含む,こ対するインターフ●●ロン 核酸アナロ

グ製剤を中心とする二定の抗ウイルス床法について 回と自治卜の予算に基づく医療費助成

を実ttしている ウイルスll lT炎息子に対してか力ら 物 嗽 措置がとられるにあたつては

平成 21年 制定のlT炎対策=本 法の11文に.t・るとおり 「国内最大の感染症JであるB型 肝炎

及びCttlT炎 にかかるウイブレス^の 感染については |コの責めに,,すべき革由によりもたら

され またその原因が解明されていながったことによりもたらされたものがあり C型 肝炎

の栞害1談 事■につき国が責任を認め B型 』談 の予

"核

種禍事件について最終の司法判断

により回の責任が確定したことが周知の[史 的前提である

(2)し かしながら 口が実施している■●の医療費助成の対象は 上記のとおリインターフェロ

ン治燎、核酸アナログ製剤治療など一定の抗ウイルス療法に限定されており これら治猿法

に該当しないF硬 変 肝がル息者の入院 手術費用等はきわめて高額にのぼるにもかかわら

す 助成の対象外となつている

そのため より重篤な病態に陥

' 

就業や生活にメ障をきたし |,神

" 

内体的に苦しみ

つつ橿湾的 社会的にもひっ迫している肝

"変

」千がん息者に対しては いうそうの行政的

社会的支援が求められるところであ, 国の 「平成 26年 度予算要求にかかる肛炎対策推進

協議会意見罰 でも 厚生芳慟大臣に対し予算として必要なl●置として 「肝硬変 肛がん

慧音を含むすべての肝人医療にかかる医療棗助成制度を治1設するJこ とがあげられている

(3)と ころで B勤 干炎訴訟については 平成 23年 の国と原告団との基本合意締結 B型 肝淡

特卿摯 置法の制定にあたつて 回|よ「予嚇 種時の注辮 打ち回しによるBttF炎 ウイルス感

染被告者は 40数 万人に及ぶjと臓 ,返 し言明してきた しかしながら 基本合意から2年

以上を経た今日においても B型 腋 訴訟の原告として給付金の支給対象た,う るuLに あ

るものは1万人程度にすぎず 大多数の被告者は救済の入 ,日 にさえ立っていないのが■状

である 被告議 と原言数とのこうした国誨が生まれる最大の要因は 長年にわたつて回が

断 器打ち回しの予防接種禍の実態を放置し 平成元年のB型 『炎訴訟の最初の提起後も

予防節 禍の実態調査等をなったことで 時間経過により母親が死亡するなど予防接種禍を

立証する医学的手段を失つた被告・・
が膨大に存在することである

(4)lL方 で C型 肝炎についても時間の経過に伴うカルテ廃栞等の理由により 栞害であ‐・
こと

の被害立証が困難となつた多4・の被告者が存在することは容易にlF定できる また 一定l_

"ま

では感染を回L■ ることが簡単でなかったとはいえ 罰血によぅてBtt C型 肝炎ウイ

ルスに感染した者 あるいは因果門係の立証がB型 肝炎に比べて医学|いこ困難ではあるが

客観的には予防接極その他の注射時に注射器の打ち回しによりC型 肝炎ウイルスにF・・染した

者など わが国には医療行為に関連してウイルス性肝炎に感染した多数の肝炎息子が存在し



掴 民病Jと してのウイルス性肝人は また全体として嘔 原病」としての1■格を波厚に帯び

ている そのため tFr■では全てのウイルス性肝炎息者に対し より厚い行政的対応を求め

る国民の芦が広がっている.

(5)こ のように 肝炎対策基本法制定後の事想の推移は わが回のウイ,レス性肝炎が1ヨ民病J

かつ嘔 原病」としての本質をもつことをますますI・Iらかにし と,わけ国の責任が明元化さ

れ 国が多類存在することを認めているB型肝淡の予防接種糾被告十ですら その多くボ立

証手段を失つて司法牧済の対象とならないという厚労行政のテ壻がいoそ うtF明となつてい

る.

ここにいたって|ま lT炎対策基本法前文の基本●
"に
立ち返りつつ ま

“

∫定31よりいっそ

う明らかとなった国民病J嘔原病Jとしてのウイルス性肛人の1,果性に思いをいたし 厚労

行政を,う 国の責任において 一般友病対策の水準にとどまらない息言支援策をすすめるべ

きである_と りわけ 高額の医薇交負担と証労不能等の生活困難に直面しているウイルス性

肝瞑変 lTがル息者については 毎日120人 以上の方が亡くなっている深刻な実態に最み

現在は助成対象とはなっていないに演々にも広く功成をおよぼすよう 早急に制度の,充

充実を図るべきである

また 腋 変息者に対する生活支援制度である障害年金については 基準の明積
`と

を図,

つつ適正な認定範囲の実現に配慮した基準見直し作業が進んでいる。 しかし 同じく腋 変

患者に対する生活支援の制度である身体障官者福tt法上の肝疾息の障害認定制度(障害者手

1つに 医学上の認定基準がきわめて肱しいため 亡くなる直前でなければ7定 されないとい

った実態が報告されるなど 税在の制度は 肝炎息者に対する生活支援の実拗性を発揮して

いないとの指IIAが見場のE師 らからも多くなされているところである そこで は富者手帳

の認定基準についても 早急に息者の実態に配慮した基準の経和 見直しを行うべきである

(6)以 上ょり 責議会において 地方自治法第9,条 の規定により来参両議院並びに政府 (内閣

総理大臣 厚生労働大臣)に対し意見書を提出していただくよう陳情します.


